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（視　点）
　アメリカでは、金融危機以降、非金融機関によるハイテクを利用した金融サービスによる金
融ビジネスへの進出が顕著となっている。ITを駆使した革新的な金融サービスはイノベーショ
ンまたはフィンテックと呼ばれ、既存の金融機関はこれを大きな脅威と考えるようになった。
その後、金融機関も新興フィンテック企業を買収したり提携するなどして、積極的に革新的な
金融サービスを取り組むようになってきている。こうした傾向は大規模金融機関だけでなく中
小のコミュニティバンクにも影響を与えている。本稿では、アメリカのフィンテックをもとに、
信用金庫業界に応用できそうな業務・技術を検証する。

（要　旨）
	　地域金融機関がフィンテックを利用する場合、地元産業や商店街の活性化、既存顧客とのリ
レーションシップの強化による顧客の維持などを主眼とすべきである。こうした視点から、貯
蓄プログラム、カードリンクオファー、ロボアドバイザー、クラウドファンディングやビジネ
スマッチング、地域仮想通貨、ビッグデータ分析などの利用を検討すべきである。また、あわ
せてデジタル時代の店舗戦略についても検討する必要がある。
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1	．フィンテック総論

（1）フィンテックとは

　フィンテックとは、金融を意味するファイナ

ンスと技術を意味するテクノロジーとの造語で

ある。フィンテックは、金融分野における情報

技術（IT）のことを指す場合もあれば、それ

を生業にしている企業のことを指すこともあ

る。（本稿では、後者の場合は「フィンテック

企業」と呼称する。）これまで、金融分野にお

けるITといえば、勘定系システムやATMネッ

トワークなど、主にインフラ面、つまり金融機

関の業務を効率化したり、サポートしたりする

ことに主眼が置かれており、顧客と接するのは

人間であるという前提であった。つまり、ITは

主役ではなく、あくまで業務を効率化させるサ

ポート役であった。フィンテックがこれまでの

金融ITと違うところは、引き続き業務効率化

などのサポート的な側面もあるものの、中心は

顧客との接点であり、むしろITが顧客との接

点における主役になりつつあるところである。

（2）米国フィンテックの背景

　フィンテックが注目された理由の一つは、金

融機関ではないフィンテック企業が、金融機関

の領域に参入し、既存金融機関がそれを脅威

と感じたからである。おそらく、フィンテック

企業の先駆けはペイパルであろう。相手の電

子メールアドレスや携帯電話番号さえわかれ

ば、気軽に低コストに送金ができるペイパルの

仕組みは革新的であった。ただし、当初は既

存の金融機関などは単なるニッチプレーヤーと

してペイパルを黙殺していた。しかしながら、

ペイパルはいまや口座数でいえば世界最大級

の金融サービスにまで成長した。さらに、ス

マートフォンのイヤホンジャックにカード読取

機を差し込むだけで、クレジットカード等の支

払いの受取を可能にしたスクエア社のスマホ決

済により、中小商店にとっては、従来のように

金融機関にマーチャント口座を開設しなくて

も、また少額でもクレジットカードの受取が可

能になったので、クレジットカード払いの受取

りが容易になった。これらを目の当たりにした

金融機関は、フィンテックを侮ることなく、真

剣に対応する必要性を痛感した。このほか、

以下のような背景がフィンテックの隆盛の背景

に見られる。

・クラウド・ビッグデータ等の技術の進展によ

り、マス・カスタマイゼーションが可能と

なった。つまり、顧客ごとにカスタマイズし

図表1　スクエア社のスマホ決済
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たサービスを廉価に提供できるようになっ

た。さらに、これらの技術の発展は、他の

技術の進展も後押しした。例えば、大量の

データを廉価に処理・保存できるビッグ

データ技術の進展により、データを分析し

て具体的な行動を起こすための人工知能が

発展している。

・かつてアポロを打ち上げたコンピュータより

もはるかにすぐれたコンピュータを一般の

人々がポケットに入れて持ち歩き、24時間利

用するようになった。スマートフォン（スマ

ホ）の普及である。

・ソフトウェアの開発方法は、今までは専門

家がひそかに行う方法が普通であったが、

現在では、iPhoneやアンドロイドのアプリ

のように、オープンに誰もが開発できるよう

な方法が主流となった。これにより、世界

中の英知を集めることができるようになっ

てきた。

・インターネットが技術として進化しただけで

なく、実際に多くの人々により利用されるよ

うになり、社会インフラとして定着した。こ

れにより、金融機関などの業者を通さずに金

融取引を行うことができるようになってきて

いる。そして、ネットが個人間の受給をつな

ぐピア・ツー・ピア（P2P）モデルの発展に

つながった。P2Pモデルは金融分野以外で

も発展が著しく、例えば自動車を運転する

人と乗せてもらいたい人をモバイルで結び

つけるUberなどのP2P配車サービス、短期

間部屋を借りたい人と貸したい人を結びつ

けるP2P民泊のAirbnbなどが発展している。

・このほか、米国ではリーマンショック時の金

融危機により、大規模金融機関が評判を落

とし、そこにフィンテック企業がつけ込ん

だ。また、米国ではミレニアルまたはY世代

と呼ばれる、インターネットのない時代を

知らない20代中心の若者の人口が多く、企

業もY世代をターゲットにするようになって

きた。

　なお、フィンテックは単なる金融界だけの

動きではない。シェアリングエコノミー（共有

型経済）という極めて大きなうねりが世界中

を変革しようとしている。遠くない将来に自

動車の自動運転は実用化される見通しである

が、P2P配車サービスのUberなども無人とな

れば人件費がかからないので今よりもさらに

低コストとなり、多くの人にとっては自動車を

保有する必要性がなくなるであろう。金融の

世界でも、マーケットプレイス貸出でフィン

テック企業が直接貸し手と借り手を結び付け

るようになれば、中間にある金融機関は不要

となる。また、共有型帳簿であるブロック

チェーンが今後普及していけば、国際的な株

式の売買も個人間でスマホなどで行われ、証

券取引所や証券会社も不要となるかもしれな

い。限りある資源をより有効に活用しようと

する共有型経済が進展しつあり、その金融分

野での発露がフィンテック現象と言えるかも

しれない。

（3）米国金融機関のフィンテックへの取り組み

　米国において、フィンテックは当初は非金
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融機関から発祥していったが、その後金融機

関も対抗上様々な戦略を実施し、技術を利用

して顧客の防衛を図ろうとしている。金融機

関による具体的な取り組みには次のようなも

のがある。

・出資・提携等：金融機関またはその持ち株会

社がフィンテック企業を買収したり出資の上

提携をしたりする。または、単にベンダーと

してフィンテック企業を利用する。

・ハッカソンイベント・アクセラレーター：優

秀なソフトウェア開発者等を見つけるため、

例えば「貯蓄奨励アプリ」などのお題を決

めてそのアイディアやアプリを競う公開の

コンテストを開催する。優秀者は賞金を得

たり表彰されるだけでなく、従業員として

採用されたり、ベンダーとしての仕事を得

る。このほか、アクセラレーターと呼ばれ

るベンチャー企業養成機関を支援すること

により、有望な新興ベンチャー企業を取り

込んでいく。

・ラボ設置：新しい技術やサービスを実験した

り、顧客を招いて意見を聞いたりするための

実験室を設置する。

・その他：大学と提携することにより、優秀な

人材を確保する、など。

（4）フィンテックの潮流と傾向

　フィンテックには様々な分野があるが、流行

りすたりが激しい分野でもある。特にモバイ

ルバンキングやインターネットバンキングなど

のデジタルバンキングについては、参入障壁

が低いこともあり、多くのフィンテック企業が

参入しており、競争や浮き沈みも激しい。最

近の主な傾向は次のとおりである。

・	スピード重視：ITにより競争環境は変化し、

特にソフトウェアの分野では、アイディアを

形にしていくことを迅速に行えるようになっ

てきている。スピード重視の時代においては、

自前主義にこだわっている余裕はない。よっ

て他社の優れたシステムは積極的に採用し

ていく傾向がある。具体的には、アプリケー

ション・プログラミング・インターフェース

（API：コンピュータシステム同士が接続し、

情報を交換する際の手順や形式の取り決め）

を利用し、積極的に他社システムを接続する

ようになってきている。例えば、現在では多

くの主要銀行のiPhoneアプリのログインは

タッチIDと呼ばれるiPhoneの指紋認証機能

を利用している。この場合、本人の指紋の

情報は各iPhone端末にあり、銀行にあるわ

けではない。各金融機関はアップル社のシス

テムとAPIで接続されており、金融機関は

「指紋認証でiPhoneが本人だと確認したのだ

から本人なのだろう。」という割り切りで金

融機関のモバイルアプリへのログインを認

めている。本人確認という、金融機関から

すれば最も重要な点をアップル社という第

三者にまかせてしまう、ということは従来

型の金融機関の発想からすれば思い切った

決断であるが、実際に不正が行われる可能

性が低く、なおかつ顧客にとって便利なの

であれば、他社のシステムであっても積極

的に採用する時代となっている。

・	UX重視：UXとは、ユーザーエキスペリエン
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スのことであり、ユーザーにとってそのシス

テムが使いやすく、また使って楽しい、とい

うことを意味している。UXが重視されるよ

うになった背景にはアップル社の躍進があ

る。パソコンにしても、スマホやタブレット

にしても、機能からすればアップル社の製品

よりも優れている製品は多く存在する。たと

えば、防水機能は日本のスマホでは何年も前

からあった機能であるが、iPhoneではようや

く今回のiPhone7で装備されたことに象徴さ

れるように、必ずしもアップル社の製品は最

新の機能をいち早く取り入れているわけでも

ない。しかしながら、多くの人々はアップル

社の製品を愛し、使い続けている。そして、

アップル社は米国で最も大きく、儲かってい

る会社にまで上り詰めた。これは、アップル

社の製品が使いやすく、使って快適である、

つまりUXが高いからである。金融機関も米

国企業で最も儲かっているアップル社を注視

している。そもそも、彼らの多くはすくなく

とも個人的にはアップル社のパソコンやスマ

ホ類を愛用している。金融マンも、「アップ

ル社のようにUXを充実させれば成功する」、

と考えるのも当然である。以前はまず何等か

の機能があり、そしてそれが使いやすければ

それに越したことはない、という考え方が主

流であり、つまりUXは添えモノ的存在で

あった。現在では、UXこそが主流であり、

「使いにくい機能ならない方がマシ」という

ほどになっている。

・		オープンイノベーションとプラットフォーム

争い：アップル社のiPhoneのような基本的

なハードウェアとソフトウェアの組み合わせ

で、システムの基盤になるような仕組みを

「プラットフォーム」と呼ぶ。ブロックチェー

ンもプラットフォームであり、ビットコイン

はそのプラットフォームを利用する一つの方

法であると言える。アップル社がiPhoneで

成功したのは、自社はプラットフォーム業者

に特化し、自社の製品を魅力的にする部分、

この場合はアプリの部分を広く一般に開放し

たことである。これにより、より魅力的なア

プリを作るために世界中の英知が集まり、

iPhoneは優れた商品となった。このアップル

社の動きも他の企業はおおいに参考にしてい

る。つまり、自らはプラットフォームに徹し、

具体的な機能の多くを他の業者に任せる、と

いう方法である。金融機関もいずれプラット

フォーム化する、という考え方も特に欧州で

は強い。これは、金融機関が行うのは勘定

処理などのインフラの部分であり、実際に顧

客が目にするのは、フィンテック企業などが

開発した洗練されたモバイルバンキングアプ

リやソフトウェアを自由に選択して利用する、

という考え方である。

2	．主なフィンテック業態と地域金　
融機関との関わり

　米国のフィンテックには、預金関連、投資

関連、決済関連、貸出関連、業務効率化関連

など幅広い。ただし、本稿では地域金融機関

として特に注視すべきものを中心にご紹介し

たい。



 特別寄稿論文 47

（1）貯蓄関連

　信用金庫において定期積金が看板商品であ

るように、少額の積立方式の預貯金は米国で

も奨励されている。フィンテックの時代になっ

ても、コツコツ貯めることの重要性が薄れて

いるわけではない。ただし、その貯め方はよ

り洗練されてきている。

	①	少額の積立て

　特に若年層に対して、どのようにしてコツコ

ツ貯金を奨励していくか、ということは米国に

おいても大きな課題となっている。彼らの多く

はスマホやタブレットなどのモバイルを肌身離

さず持ち歩き、活用する。よって、貯蓄プログ

ラムもネットやモバイル中心の方法となる。

・Smarty	Pig

　米国フィンテックにおける貯蓄プログラムの元

祖といえるのが、Smarty	Pigである。Smarty	

Pigは一見オンライン専業銀行のように見える

が、実は勘定処理やコンプライアンスなどの銀

行業務を既存銀行であるBBVAコンパス銀行

にアウトソーシングしているフィンテック企業

である（ただし2016年11月からは勘定処理等

を行う銀行をSallie	Mae	Bankに移行）。日本風

にいうとデジタル版の預金代理店である。

　Smarty	Pigを利用する場合、まずはイン

ターネットで口座を開設する（無料）。次に、

貯蓄の資金源となる自分の金融機関の預金口

座をSmarty	Pigに接続する。通常は給振口座

など普段利用している決済性口座となるだろ

う。次に、「自転車購入」、「ハワイ旅行」など

貯蓄の目標を設定する。そしてその目標に対

して貯蓄する頻度や金額などを決定する。例

えば、毎月$100ずつ、と設定すれば、リンク

された決済口座から自動的に差し引かれ、

Smarty	Pigの貯蓄口座に振り替えられる。な

お、このSmarty	Pigの口座には利息がつき、

また預金保険の対象となる。ここまでであれ

ば、定期積金のような従来型の貯蓄プログラ

ムがインターネット化したに過ぎないだろう。

Smarty	Pigが革新的であったのは、これに商

流の要素を加えたことである。米国では、デ

パートなどのギフトカード（商品券）を企業

間のホールセールレベルで購入するとかなり

のディスカウントが得られることが普通であ

る。この仕組みを利用し、例えば預金者が新

しい家具のために$2,000を貯金しており、実

際に家具をMデパートで購入する意向である

とする。この場合、Smarty	PigがMデパート

の商品券を購入し、ディスカウントの差額を

利用者に還元する。具体的には、	利用者に

11%までのキャッシュバックを行う。つまり、

この場合はSmarty	Pigの口座に$220の資金が

加わることになり、次の貯蓄目標にこれを利

用することができる。Smarty	Pigからすれば、

他人（Mデパート）の懐からカネを出させて

自分の客に渡していることになるが、この

$2,000の資金はすでに家具のために貯められ

ていることがわかるので、「割引があればきっ

とおたくで買いますよ」とMデパートに働き

かければ、11%程度のディスカウントを受ける

ことは難しくない。実際、Mデパートからす

れば、よそで買われるくらいなら、自分のと

ころで買ってほしいと考え、11%程度のディ

スカウントには応じるであろう。このように、
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金融と商流を結びつけた、という意味で

Smarty	Pigは世にある商流統合型デジタル貯

蓄プログラムの原型となっているといえる。

		なお、せっかく貯蓄目標を設定しても、途中

で挫折する場合も少なくない。そこで、

SmartyPigはさらにソーシャル的要素を加えて

いることも特徴である。例えば、フェイスブッ

クなどのソーシャルメディアで、自分の貯蓄目

標を親戚や友人などと共有することができる。

これにより、もしかしたら親や友人等から寄付

を受けられるかもしれない。また、資金的な

援助が得られなかったとしても、「友人に言っ

てしまったからには後にはひけない」という

ソーシャルプレッシャーを受けることにより、

目標を達成する意欲が増す。

・Dyme

　DymeもSmarty	Pigと同様の貯蓄プログラム

であるが、顧客インターフェースをチャットに

することにより、特に若年層にアプローチしよ

うとしている。日本でLineが人気があるよう

に、米国でもフェイスブックメッセンジャー等

のチャットアプリは人気があり、また、SMSと

呼ばれる携帯電話のテキストメッセージを

使ったチャットはスマホ以前から利用されてい

るコミュニケーションツールである。利用者

は、まず自分の決済性金融機関口座とこの

Dymeをリンクさせる。なお、DymeやSmarty	

Pigの場合を含め、フィンテック企業と金融機

関のリンクには、一般にスクリーン・スクレイ

ピングまたはAPIという方法が利用される。い

ずれの場合も、利用者はフィンテック企業に

対し、自分が口座を持つ金融機関のインター

ネットバンキングのIDとパスワードを伝える。

それを利用してフィンテック企業が本人の代

わりに銀行にログインして情報を得るか（スク

リーン・スクレイピング）、あらかじめフィン

テック企業がその金融機関とAPI接続されて

いれば、フィンテック企業がその金融機関の

当人の口座と接続することができる。

　Dymeの場合、SMSやチャットアプリにお

いて、同社に対してチャットで「$10貯金」

などと入力して送信すれば、あとは自動的に

当座預金口座から$10が引かれ、貯蓄性口座

に貯められることになる。わざわざ銀行のサ

イトやSmarty	Pigのようなフィンテック企業

のサイトなどにログインしなくても、いつも

使っているチャットアプリから気軽に貯蓄でき

る気軽さが特徴となっている。

・Qapital

	 	Qapitalは、行動ベースの貯蓄プログラムで

ある。Qapitalの場合も他社の場合と同様にま

ずは口座を開設し、現在利用している金融機

関の口座をリンクさせる。さらに、消費行動と

連動させるためにいつも利用しているクレジッ

トカードやデビットカードの口座もリンクさせ

る。そして旅行、自転車など貯蓄目標を設定

する。ただしQapitalがユニークなのは、貯蓄

の方法である。もちろん、毎月$100などの定

期的な貯蓄も可能であるが、このほかにもい

くつかのオプションがある。利用者は、これら

のうち、自分に合った貯蓄方法を選ぶことに

なる。

　⃝	未消化予算積み立て方式：例えば、ス

ターバックスに行くのは毎月$50までと予
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算化している場合で、実際にはカードの利

用が$40となった場合、$10が自動的に貯

蓄される。

　⃝	自己戒め方式：例えば、ダイエットのため

ステーキハウスに行くことをがまんしよう

としている場合、それでも行ってしまった

場合はカードの履歴から判断してペナル

ティーとして1回あたり$10を貯蓄する。

　⃝	端数切り上げ方式：例えば、リンクしてい

るクレジットカード等をスーパーで$9．74

利用した場合、端数となる$0．26を貯蓄

する。

　⃝	自由設定方式：IFTTTと呼ばれる仕組

みを利用して、例えば雨が降ったら$10

貯める、1日1,000歩歩いたら$5貯める、

1日中家にいたら$10貯める、宇宙飛行

士が無事軌道に入ったら$5貯めるなど、

自分の好きな条件を設定することができる。

②	投資型の貯蓄

　貯蓄といえば定期積金のような金融機関の

貯蓄を思い浮かべるかもしれないが、米国で

セービング（貯蓄）といえば、通常は株式や

債券などに分散投資を行う比較的リスクの低

い証券投資も含まれる。フィンテックの分野で

特に注目されているのが、ロボアドバイザーで

ある。ロボアドバイザーとは、その名のとおり、

ロボ（コンピュータ）が（運用の）アドバイス

をする仕組みである。日本でいう投資顧問で

あるが、投資顧問の場合と同様に多くの場合

において単なる運用アドバイスだけでなく、投

資一任勘定のように実際に資金を預かって運

用まで行う場合が多い。この場合、通常の人

間のファイナンシャルアドバイザーに依頼すれ

ば毎年資産の2%程度の手数料を取られること

が普通であるが、ロボアドバイザーの場合0．

5%程度と低めである場合が多い。

　ロボアドバイザーは通常はオンライン（イン

ターネット）で口座開設を行う。その際、5〜

10程度の質問に答えると、株式や債券などそ

の人にあったポートフォリオが表示され、それ

でよい、ということになれば、口座に資金を

拠出し、運用をまかせることが普通である。

なお、質問は名前や住所などの属性情報のほ

か、運用期間、金融資産全体の額、運用経験、

リスク許容度などについてである。米国では、

証券運用に関して、「適合性の原則」が厳しく

求められるため、オンラインの場合でも質問に

より投資家を知り、投資家に合った運用商品

を提供することが必要となっている。

　マサチューセッツ州ボストン郊外のケンブ

リッジ貯蓄銀行では、ロボアドバイザーの

SigFig社と提携し、顧客に対してロボアドバ

イザーのサービスを提供している。同行の利

用者は、同行のウェブサイトからロボアドバイ

ザーのサービスを申し込むことができる。ロボ

アドバイザーのサービス自体はケンブリッジ貯

蓄銀行のウェブサイトで申し込んでも、SigFig

社本体のウェブサイトで申し込んでも、同じも

のである。ただし、ロボアドバイザーの管理手

数料は同行で申し込むと0.5%、直接SigFig社

で申し込むと0.25%であることから、おそらく

銀行が差額に相当する0.25%の手数料を徴収し

ているものと思われる。

　なお、ロボアドバイザーの中には、積み立
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て貯蓄型のものもある。通常の貯蓄プログラ

ムは、既にご紹介したQapitalなどのように、

既に利用している金融機関の決済性の預金口

座から貯蓄性の預金口座に貯めていくことが

普通である。一方、Acornsというフィンテッ

ク企業では、貯蓄性の預金口座ではなく、ロ

ボアドバイザーのポートフォリオに少額ずつ

貯めていく仕組みを提供している。先述のと

おり、一般に、ロボアドバイザーと言えば、

インターネットなどで10程度の質問に答える

と自分用のポートフォリオが示され、それで

よいとなれば銀行などから資金を移動させ、

運用を続ける、という方法である。Acornsも

基本的には同じであるが、ユニークなのはリ

ンクした銀行などからの資金の移動方法であ

る。Acornsでは、Qapitalと同じように、クレ

ジットカードの口座とリンクさせ、カード利

用額の端数をポートフォリオに投資すること

ができる。さらに、商流ともリンクさせること

ができる。例えば、通常のカードリンクオ

ファー（詳細は後述）なら、小売業者などが

10%引きのクーポンなどを顧客に配るが、

Acornsの場合は、小売業者などが10%引きを

する場合、その10%分の資金は現金として利

用者に渡すのではなく、利用者のポートフォリ

オに投資される。

（2）カードリンクオファーで地元商店街の活

　性化をはかる

　カードリンクオファーとは、金融機関等が発

行したクレジットカードやデビットカードに割

引クーポンなどをリンクさせる方法である。代

表的なカードリンクオファー業者には、

Cardlytics社があり、同社はバンクオブアメ

リカ（バンカメ）ほか400程度の金融機関と

リンクしている。例えば、バーガーチェーン

Aが他のファーストフード業者から客を奪い

たいとする。この場合、同社はCardlytics社

に対して例えば「毎月5回以上、合計$50以上

ファーストフードでカードを使っている人に

対して、10%引きのクーポンを配ってほしい、

と依頼する。Cardlytics社は接続している400

の金融機関にその依頼を取り次ぐ。バンカメ

など同社と接続している金融機関は、顧客の

クレジットカードやデビットカードの取引情

報を検索し、該当する顧客を選び、当該クー

ポンを電子的に配布する。利用者は、自分に

対してクーポンが配られたかどうかは、モバ

イルアプリやオンラインバンキングにログイ

ンするとわかるようになっている。利用者は、

そのクーポンを利用したい場合、パソコンや

スマホ等の画面に表示されたクーポンをク

リックまたはタップするだけでよい。これで、

あとはバーガーチェーンAでバンカメ等の

カードを利用すれば、後日自動的に10%が代

金から差し引かれる。これにより、銀行は他

人の懐（この場合はバーガーチェーンA）に

負担させて自分の顧客に割引を提供させるこ

とができる。また、利用者からみれば、自分

にとって興味がありそうなクーポンしか配布

されないので煩わしくない。小売業者から見

れば、ピンポイントでターゲット顧客にアプ

ローチすることができる。また、一度客に

なってくれれば、あとはクーポンがなくても
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来てくれる可能性が高くなる。これも、金融

と商流を統合したフィンテックのビジネスモ

デルである。

　このカードリンクオファーを地域の商店街中

心に実施したいと考えているのがBuzz	Points

社である。例えば、Thrive	Credit	Unionでは、

デビットカードにおいてBuzz	Pointsを利用し

ている。同クレジットユニオンのデビットカー

ドを利用すれば、ポイントがたまる仕組みであ

るが、地元の商店を利用した方がポイントが

多く得られるようになっている。ポイントは、

地元商店街での割引やギフトカード（商品券）

などに交換することができる。これらの流れは

すべてデジタルで行われ、紙のクーポンなど

をやりとりする必要はない。利用者（口座保

有者）からすれば、これは無料のサービスで

ある。この制度のコストは、もっぱら地元の商

店を含むスポンサー企業が拠出している。ス

ポンサー企業のメリットは、ポイント制度につ

られて新しい顧客が来る可能性があること、

既存の顧客も継続して取引をしたり、購入額

を増やしてくれる可能性があること、ソーシャ

ルメディアなどで露出が増えるので、宣伝に

なること、などである。

　このようなカードリンクオファーは、金融と

商流の両者をつなぐものとして期待されてい

る。ポイントはカードを使えば使うほどたまり、

つまり金融機関からすれば顧客のカード利用

率や利用額が上昇する。これにより、加盟店

手数料の増加や顧客維持率の上昇が期待でき

る。また、地元商店からすれば、ポイント制

度により金融機関の客が地元で買い物をして

くれる。地元の商店が潤い、成長すれば、

ローンを含め金融機関を利用する可能性もあ

り、金融機関からすれば地元産業を育てるこ

とにもなる。これはまさに地域振興であり、地

元の金融機関と地元商店でのウィン・ウィン

の関係になりうる。

（3）貸出関連

　貸出関連のフィンテック企業も多いが、特に

注目されているのがマーケットプレイス貸出業

者である。マーケットプレイス貸出とは、イン

ターネットで資金の借り手と貸し手を結び付け

るP2Pのサービスである。つまり、借り手はイ

ンターネット上で貸し手（投資家）を集めるの

で、中間業者である金融機関は不要となる。

このため、数あるフィンテック企業の中でも、

既存の金融機関からは最も恐れられているタイ

プのビジネスのひとつである。一方、地域のコ

ミュニティバンクは一般に営業エリアが限定さ

れているため地域のリスクを抱えており、しか

も中小企業向け貸出には強いが個人向けロー

ンには弱い場合が多い。このため、Titan	

BankやCongressional	Bankなど多くのコミュ

ニティバンクがLending	Clubなどのマーケッ

トプレイス貸出業者からローン債権を購入し

ている。マーケットプレイス貸出業者は全米

を対象とするため、地域金融機関からすれば、

マーケットプレイス貸出業者からローンを購

入することは地域分散ができるというメリッ

トもある。

　なお、Lending	Club社はWebBankというユ

タ州の既存銀行と提携し、法的にはローンは
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WebBankから出ている扱いとしている。なぜ

そのようなことをするかというと、米国には

州ごとに貸出の金利の上限金利が定まってい

る。よって、Lending	Clubのようなノンバンク

がローンを出す場合、州ごとに貸金業者の免

許を取得し、その州の上限金利を順守する必

要がある。ただし、銀行は例外であり、設立

された州の上限金利の規制を他の州での活動

にも適用することができる。よって、ユタ州の

ように上限金利のない州で設立された銀行の

場合、ニューヨーク州のように貸出金利に上

限（16%）がある州の顧客に対するローンで

あっても、上限金利を超えてたとえば20%など

で貸出を行うことができる。そこで、Lending	

Clubとしては、WebBankにローンを出させて、

それを買い取ることにより、この金利上限規

制を回避しようとしている。つまり、この場合

のフィンテック企業と既存銀行の提携は規制

を回避するための戦略的なものとなっている。

もっとも、金利上限を回避できる特例が、銀

行が第三者にローン債権を売却した後でも生

きるのかどうかについては、グレーなところも

あり、もし将来的にこれがクロとなった場合、

かつて日本の消費者金融であったような超過

金利の還付請求の嵐が巻き起こる可能性もあ

る。さらに、今年Lending	ClubのCEOが投資

家に要望と異なる債権を販売するなどの問題

で解雇されたというスキャンダル以降、多くの

地域金融機関はマーケットプレイス貸出業者

から距離を置き始めているようだ。

　一方、マーケットプレイス貸出は、インター

ネット上で貸し手と借り手を結びつける機能

が主に注目されているが、同様に重要なのは、

インターネットだけでスピード審査を行う機能

である。スピード審査を行う機能は大銀行も

脅威に感じており、米国最大の銀行である

JPMチェースですら、中小企業向けのスピー

ド審査機能を得るためにフィンテック企業の

On	Deck社と提携した。

　中小企業向けスピード審査で頭角を現して

いるもう一つのフィンテック企業がKabbage社

である。同社は、従来型のクレジットスコアリ

図表2　マーケットプレイス貸出の仕組み 　
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ングに依存した方法ではなく、もっぱらキャッ

シュフローを自動審査することにより融資を行

う。それでは、どのようにしてキャッシュフ

ロー審査を行うか、というと、クラウドの会計

ソフトや顧客企業が取引している銀行のオン

ラインバンキングと電子的に接続するのであ

る。顧客企業からこれらのサービスに関する

ログインIDとパスワードを聞き、先述の貯蓄

関連フィンテック企業などと同様にスクリー

ン・スクレイピングまたはAPI接続によりクラ

ウド会計ソフト業者や銀行と接続し、債務者

の財務関連の情報を電子的に得てそれをコン

ピュータで分析するのである。最短で6分程度

で審査は終了する。日本においても、こうし

たマシンによるスピード審査がいずれ導入さ

れてくるものとみられる。金融機関からすれ

ば、融資という本業でバッティングするだけ

に、注意が必要である。

（4）デジタルバンキング（モバイル・インター

　ネット）

①	ネオバンク

　フィンテック企業の中には、先述のSmarty	

Pigのように、顧客と接するインターネットバ

ンキングやモバイルバンキングの部分を担当

し、実際の口座管理などは既存銀行にアウト

ソーシングするタイプが少なくない。これら

は、オンライン・モバイル専業銀行のように見

えるが法的には銀行ではない。こうした形態

の金融サービスはしばしば新しい銀行という

意味でネオバンクと呼ばれる。

　ネオバンクの代表格がシンプル社である。

同社の創設者が同社を設立した理由としては、

2010年頃は銀行のインターネットバンキング

やモバイルバンキングが洗練されておらず、

また特に大銀行は何かにつけて利用者から手

数料を徴収しており、これに不満を持ったた

め、文字通りシンプルでわかりやすく、低コ

ストの銀行サービスを始めたのである。同社

のモデルは現在の多くのフィンテック企業の

原型ともなっている。つまり、顧客と接する

顧客インターフェース、例えばモバイルアプリ

やインターネットなどをフィンテック企業が作

成し、実際の勘定処理やコンプライアンスな

どの銀行業務は既存銀行にアウトソーシング

するというモデルである。これにより、フィン

テック企業は得意なソフトウェアの分野に特

化でき、やっかいな規制やコンプライアンスな

どの負担を既存銀行に任せることができる。

一方、バックオフィスをつとめる銀行からすれ

ば、特にコミュニティバンクの場合は地域が

限定されるので、全米版のフィンテック企業

と組むことにより、より多くの顧客から預金な

どを集めることができ、また地域分散によるリ

スク分散も可能となる。同じようなモデルと

なっているフィンテック企業には、フィンテッ

ク企業のMoven社が既存のコミュニティバンク

であるCBW	Bankをバックオフィス銀行として

利用している事例がある。

②	地域金融機関のモバイルバンキング

　革新的で新しいモバイルバンキングのサー

ビスというと、バンカメやシティのような大銀

行が始め、中小銀行が周回遅れで追随すると

いうイメージがあるかもしれないが、米国の場
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合は必ずしもそうではない。むしろ小さくて小

回りの利く革新的な中小銀行が最初に新しい

機能やサービスを提供し、それが有意義なも

のであれば、大銀行も数か月から1年遅れで導

入する、ということも米国では珍しくない。例

えば、ペンシルベニア州のカスタマーズ銀行

は、bankmobile.comというモバイル支店を設置

している。このモバイルアプリでは、電力会

社などからの請求書の写真を撮影するだけで

その請求書に銀行口座から支払が行われる、

という機能を提供しており、これは現時点で

バンカメなど米国4大銀行のいずれもまだ行っ

ていない。また、bankmobile.comでは、デビッ

トカードのオン・オフ機能をモバイルアプリに

付与している。これは、デビットカードを家や

オフィスで紛失した際に、おそらく真剣に探

せば出てくるが、どこにあるかわからないよう

な場合で、万一盗難にあうことを考えると銀

行に届けておいた方がよいが、その場合は

カードの再発行となり、自動引き落としや支払

に利用していた場合はすべてやり直し、とい

う面倒がある。このため、モバイルアプリでデ

ビットカードの機能をオフにしておけば、その

間はカードが使えないようになる。後日カード

が見つかった場合はまたアプリでオンにして

おけばよい。このほか、セキュリティに対して

敏感な人は、普段はデビットカードをオフにし

ておき、店で使うときだけオンにする、という

場合もあるだろう。いずれにしても、このカー

ドのオン・オフ機能はbankmobile.comでは以前

から提供していたが、4大銀行ではバンカメが

半年以上遅れて導入しており、それ以外の4大

銀行はまだ導入していない。Bankmobile.com

では、アプリをダウンロードすれば、簡単に銀

行の口座を開設することができ、かかる時間

も数分程度であり、少なくとも10分はかから

ない。（ただし、資金移動には時間がかかるの

で、残高ゼロの口座ができることになるが、

モバイルアプリなどは使える。）

　もっとも、利用者の観点からみれば、いき

なり知らない銀行のアプリをダウンロードし

て、口座を開設するというのは心理的ハード

ルが高いのではないか、という問題もある。

むしろ、スマホで口座を開設するにしても、ま

ずはスマホのブラウザのグーグル検索などで

銀行を検索し、気に入った銀行があればその

ままブラウザで口座開設の処理を開始するこ

とが自然である。そこで、マサチューセッツ州

ボストンのコミュニティバンクであるラディウ

ス銀行では、アプリではなくブラウザから口座

を開設する仕組みを導入している。これを利

用すれば、ブラウザからスマホのカメラを立ち

上げ、免許証を写真撮影し、名前などの情報

をスマホブラウザの口座開設申し込みフォー

ムに入力することができる。

③	家計簿アプリを導入して顧客の囲い込みを

はかる

　複数の金融機関にある口座の情報を合算し

て見ることができる仕組みをアカウントアグリ

ゲーションまたはデータアグリゲーションとい

い、これを利用している米国人は多い。また、

日本のマネーフォワード社のように集められた

データを分析し、支出や収入の管理をする仕

組みを個人資産管理（PFM）と呼ぶが、米国
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ではIntuit社のMint.comという業者が主流であ

る。このMintを 銀 行 用に提 供したのが

Financeworksというソフトウェアであり、

Beneficial銀行など多くの地域金融機関が導入

している。

	金融機関にとって、データアグリゲーションを

行うメリットは、その顧客が他行で行っている

取引がわかることである。これにより、適切に

勧誘すれば、他行にある取引を獲得できるかも

しれない。また、顧客のライフステージ等を把

握するためには、顧客の金融資産や金融取引

を一体として、包括的に把握する必要がある。

データアグリゲーションにより、顧客の財布の

中身をまるごと見ることができるのである。

④	モバイルペイメントに対応

　先述のボストンのコミュニティ銀行であるラ

ディウス銀行では、同じくボストンのフィン

テック企業であるLevel	Upと提携し、ラディ

ウス・ペイというモバイルペイメントアプリを

提供している。これは、クレジットカードを

QRコードに変換し、そのQRコードをスマホに

表示して店頭で読み取らせることにより、決

済するタイプのモバイルペイメントであり、同

行の銀行としてのスマホアプリとは別アプリで

ある。同行は、モバイルペイメントを提供する

ことにより、一般の顧客を集め、その顧客が

銀行に口座を作成してくれることを期待して

いる。つまりフィンテック技術を集客の導入口

として利用している。

（5）ビッグデータ

	 	フィンテック技術の中でも、最も重要である

と考えられているもののひとつがビッグデータ

である。ビッグデータとは、その名の通り、膨

大な情報を分析し、「インサイト」と呼ばれる

有益な情報を得ることである。例えば、「赤い

シャツを買った人は青いジーンズを購入する

傾向がある」、といった具合である。もちろん、

赤シャツを買った人すべてに青いジーンズの

割引をしたところで、必ず売れるとは限らない

が、闇雲にクーポンを配るよりは効率的である

と考えられる。金融機関の場合は、ビッグ

データはマーケティング、業務効率化、また

は不正の検知や防止に利用される。特にマー

ケティングにおいては、リアルタイムCRMお

よび外部情報の取り入れに利用される。例え

ば、Aさんが銀行のコールセンターに電話し

て、住宅ローンの金利について質問したとす

る。このほか、Aさんはソーシャルメディア

で、「この家が欲しい！」とつぶやいていたと

する。そうした情報は金融機関の顧客情報シ

ステム（CRM）に反映され、Aさんが銀行の

窓口に行けば、銀行のテラーのシステムの画

面には、「Aさんに住宅ローンをお勧めするよ

うに」という指示が出て、AさんがATMを利

用すれば、待ち画面に「住宅ローン」の宣伝

が示される。家に帰りポストを開ければ、住

宅ローンのダイレクトメールが入っている、と

いう具合である。このように、各チャネルや外

部情報を収集して分析し、顧客のニーズを予

想して再び各チャネルに配信する、という仕

組みである。

		現在では、アマゾンなど多くのオンライン商

店がキャッシュやクッキーと呼ばれる仕組みを



56	 信金中金月報　2016.12

利用してオンラインでの顧客の行動を追跡し

ている。例えば、アマゾンのサイトで映画のス

ターウォーズのDVDを買おうかどうか迷って、

結局買わなかった場合でも、その後に訪れた

サイトにアマゾンのバナー広告が表示され、

スターウォーズのDVDはいかがですか、と勧

誘される。客からすれば、なぜここまで追い

かけられるのか、と不気味にも思いつつ、結

局はスターウォーズのDVDを買ってしまう。

米国では、銀行でもこの仕組みを利用して、

顧客の行動パターンを探ろうとしている場合

がある。もし、顧客が住宅ローン関連のサイト

を見ていれば住宅ローンの機会があるかもし

れないし、私立大学のサイトを見ていたら学

資ローンの機会があるかもしれない。もちろ

ん、銀行がこうした追跡を行うことには利用

者から反発を受ける場合もある。このため、

例えばバンカメでは、ウェブサイトのQ&A

コーナーでクッキー等利用の趣旨と、情報を

利用されたくない場合の処置方法について説

明している。

3	．フィンテック時代の店舗戦略

　フィンテック、とくにインターネットバンキ

ングやモバイルバンキングなどのセルフサー

ビスチャネルが発達するにつれ、店舗の役割

は大きく変化する。すでに米国の小売業界で

は、販売チャネルのネットへのシフトが進み、

店舗の閉鎖が相次いでいる。金融機関もその

例外ではないと見られている。一方、いまだ

に大銀行でも銀行との最初の接点、米国の場

合は当座預金口座の開設の6〜7割は店舗で行

われている。また、現実的には店舗リース期

間の問題や地元への配慮もあり、店舗の閉鎖

はなかなかに容易ではない。そこで、大手米

銀では次のような店舗戦略がとられている。

①	事務集中化：これは実際にはフィンテック

以前から行われていることであるが、店舗

戦略での業務は取引量の多い業務に集中し、

めったに発生しない業務はセンターに集中

させる。これにより、店舗には関連のマ

ニュアルも伝票も職員の研修も不要となる。

②	セルフサービス化：ネットやモバイルで行え

る業務は極力顧客自らそれでやっていただ

く。そのためには、口座開設準備にオンラ

インバンキングやモバイルバンキングも使え

るように設定をお手伝いする。また、ATM

のような機械で行える業務はできるだけ機

械に誘導する。バンカメでは、ビデオ通話

可能性なATMを設置することにより、店舗

のテラーの数を減らしている。

③	ハブ&スポーク化：店舗でも、地域の中核と

なるような都市の重要な拠点には旗艦店舗

（ハブ）を設置する。その周囲の住宅地など

には、小型の店舗（スポーク）を設置する。

すべての店舗ですべての業務を行えるよう

にする必要はなく、小型店舗ではその地域

で処理件数が多い業務に集中する。例えば、

バンカメでは中小企業向け貸出、投資信託

などの運用、住宅ローン担当者は旗艦店舗

または大型店舗戦略にしか設置していない。

それ以外の小型店舗でこうしたニーズが

あった場合、小型店舗にビデオカンファレ

ンスシステムが設置されていればそれを利
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用して専門家と相談するが、利用できない

場合は別の日にアポをとって顧客と専門家

のミーティングを設定する。

④	ユニバーサルバンカー：通常の米銀の店舗

では、ハイカウンター3人、ローカウンター3

人程度の構成となっていることが普通であ

る。もしこれを統合すれば、合計6人のとこ

ろ、4人ですむかもしれない。米銀では、ユ

ニバーサルバンカーと呼ばれるテラー兼

セールス担当者に職責を統合している銀行

が増えてきている。これにより、店舗の省

力化を図ることができる。ユニバーサルバン

カーを設置する場合、テラーカウンターを廃

し、ATMのようなキオスクを中心にロビー

を構成し、ユニバーサルバンカーは小売店

の店員のように自由に店内を巡回して顧客

をお助けするようにしている場合もある。

ウェルズファーゴの最新店舗では、ATMと

連携したタブレットコンピュータをユニバー

サルバンカーが持ち、顧客がATMにログイ

ンした段階で、ユニバーサルバンカーもタ

ブレットによりその顧客との取引状況などを

見ることができるようになっている。　

⑤	店舗は取引の場からご相談の場へ：一般的

な取引がセルフサービスチャネルに移行す

ると、店舗の役割も一般的な取引からご相

談そしてセールスの場へとシフトしていく。

旗艦店舗を除いて店舗は小型化し、省力化、

省スペース化していく。一方、ご相談の場

としてブースが用意され、待ち時間のため

のロビーや無料のコーヒーサーバーなどが

設置されることが多い。

4 ．考察と日本の信用金庫への示唆

　米国の事例を参考とすると、信用金庫業界

にとって検討に値するフィンテックビジネスは

いくつかあげられる。

（1）　貯蓄制度と組み合わせたカードリンクオ

　ファー・ポイント制度

　信用金庫にとって、貯蓄の奨励は歴史的な

使命であり、また地元商店街の活性化は大き

な課題となっている。そこで、貯蓄の項目で

述べた貯蓄プログラムや貯蓄型ロボアドバイ

ザーとカードリンクオファーの項で述べたよう

な、カードリンクオファーで金融と商流を結び

付けることが考えられる。例えば、自転車を

買うために貯金する場合、自転車貯蓄専用の

貯蓄性口座（口座番号まで違わなくてよいが、

内部で分けて管理することができるという意

味）を設定し、定期的に、またはお金が入っ

たときに貯蓄できるようにする。貯蓄する先は

信金の貯蓄性口座でもよいし、ロボアドバイ

ザー的なポートフォリオのオプションがあれば

なおよいであろう。お金が貯まるまでには、友

人に貯蓄目標を共有するなどソーシャル的な

要素を加えるなどして、貯蓄を続けられるよう

な仕組みも検討すべきであろう。お金がたま

れば、信用金庫のカードで購入し、自転車を

地元の商店で買えばポイントが増える、あるい

はカードリンクオファーのように割引が得られ

る、といった仕組みが考えられる。この場合、

割引オファーなどのスポンサーとなるのは地元

の商店などとなる。信用金庫の場合、商店街
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との結びつきが強いため、こうした営業も可

能ではないかと思われる。さらに、顧客の貯

蓄目標を知る、ということにより顧客の生活パ

ターンや行動を予想することができるようにな

る。ビッグデータ分析を結びつけてより顧客

の行動を深く知ることができれば、住宅ロー

ン、学資ローン、自動車ローンや運用商品、

カードなど多くの金融商品のセールス機会を

得るかもしれない。また、利用者の貯蓄目標

が家具など高額なものであり、貯蓄だけでの

購入が難しければ、消費者ローンをセールス

する機会になり得る。

（2）　ロボアドバイザー

　特に地方の信用金庫などの地域金融機関に

とっての課題の一つが相続対策である。地域

金融機関の預金者の多くは高齢者であり、今

後資産が相続となった場合、子息は地元では

なく東京や大阪など都市に住んでいることが

多く、結果として都会の銀行やネット専業銀

行などに預金がシフトしてしまうことが懸念

されている。地域金融機関にとって、その防

衛策として考えられるのがロボアドバイザー

である。相続を受けるであろう40代〜50代前

後の人であれば、インターネットには抵抗が

なく、また多忙であるため運用を考えている

暇はない。そこで、低手数料で運用を丸投げ

できるロボアドバイザーのニーズは高いもの

と思われる。前項（1）とセットであればベ

ストであるが、単独であってもロボアドバイ

ザーは信用金庫にとって重要なツールになり

得る。信金中央金庫グループが中心となり、

信託の仕組みを利用してロボアドバイザーの

サービスを信用金庫に提供していくことが考

えられる。

（3）クラウドファンディング

　地域の課題は人口減少や高齢化、そして都

市への若年層の流出である。若年層が都市に

流出する理由は、魅力的な雇用機会に乏しい

からである。地域で起業する機会が増えれば、

それだけ雇用機会も高まり、若者も地域に定

着する可能性がある。このため、クラウドファ

ンディングの仕組みを利用して、自分のアイ

ディアを広く公開し、賛同者、つまり投資家

が集まればそれで起業することも可能になる。

図表3　カードリンクオファーと貯蓄プログラム 　
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信用金庫としては、そのようにして発生した

スタートアップ企業が成長し、中堅企業ともな

れば、融資の機会を得ることができる。

（4）ビジネスマッチングのネット化

　例えば、長崎県で強力な溶接技術を持つ中

小企業があり、福島県の企業がそれを求めて

いたとする。こうした全国的なB2Bの受給を

信用金庫のネットワークを利用して結びつけ

ることができれば、地本や企業の活性化につ

ながる。このためのネットを利用した仕組みを

構築していくことが考えられる。

（5）ブロックチェーンを利用した地域通貨

　例えば、ビットコインを100	万分の1に分割

してそれをトークンとみなし、そのトークン一

つあたりに1信金コインをリンクさせる。1信

金コインは信用金庫に行けば1円と交換してく

れる。このような業界内の仮想通貨があれば、

商店街の活性化のためのポイント制度などに

も利用できる。（1）のポイント制度と組み合

わせればさらに強力なツールになるだろう。

（6）ビッグデータの活用

　信用金庫をはじめ、金融機関には膨大な取

引データがあるが、その多くは有効に活用さ

れているとは言い難い。取引データを分析し

顧客が必要な金融商品を必要なときに提供で

きる仕組みが必要であろう。信用金庫はコ

ミュニティバンクとはいえ、定期的に職員の転

勤があり、実質的には顧客と親密な関係を永

続的に続けることは難しい。担当者が変われ

ば、またゼロからのやりなおしである。ビッグ

データを分析し、顧客のライフステージ、行

動、属性を理解すれば、より適切なご提案が

できるようになるであろう。

（7）店舗の見直し

		取引のデジタル化にともない、信用金庫にお

いても、店舗での取引数は減少していくもの

と予想される。今後の店舗の重要性を冷静に

査定し、ハブ&スポークのようなメリハリのあ

る店舗戦略を検討することも重要である。ま

た、バンカメは省力化のためにビデオ会話機

能付きATMを設置しているが、信用金庫の場

合は、たとえば過疎地の店舗で、採算の関係

上、店舗としては閉鎖せざるを得ないが、

フェイストゥーフェイスのサービスは残したい

場合は、同様のビデオテラー付きATMなどを

利用することも考えられる。

（8）電子化

　古くて新しいテーマであるが、紙から電子

化へのシフトは今後さらに重要になってくるも

のと思われる。例えば、中小企業向け貸出の

審査において、現在でも多くの場合は紙で財

務諸表を得てそれを金融機関内で職員が入力

する場合も少なくないと思われる。フィンテッ

ク企業のように、これらを電子化してスピード

化すれば、コスト削減とスピード化の両者を

達成することができる。このほか、依然として

紙ベースの取引が現存している場合、これを

電子的に行い、効率化をすすめることは今後

とも重要である。


